



























｢週刊誌｣ は1996年の3,940億円から2019年には998億円まで減少し、｢月刊誌｣ よりも ｢週刊
誌｣ の方が大きく落ち込んでいる。
⑵　書籍・雑誌返品率の推移
図 1-2 に基づいて、書籍・雑誌返品率の推移をみると、｢書籍｣ は30 ～ 40%程度で推移し
ているのに対して、｢雑誌｣ は1989年および1990年の20.7% を底に大きく増加し、2014年以降




























































































































































































































































































































































































書店数 書店面積（万㎡） 書店売上高（億円） 売場効率（万円／㎡）
2008年 13,490（100.0） 315（100.0）  15,478（100.0）  49.2（100.0）
2009年 13,194（ 97.8） 315（100.3） 15,045（ 97.2） 47.7（ 96.9）
2010年 12,649（ 93.8） 316（100.4） 14,668（ 94.8） 46.5（ 94.4）
2011年 12,316（ 91.3） 315（100.1） 14,326（ 92.6） 45.5（ 92.5）
2012年 11,980（ 88.8） 311（ 98.9） 13,608（ 87.9） 43.8（ 88.9）
2013年 11,645（ 86.3） 309（ 98.1） 12,919（ 83.5） 41.9（ 85.1）
2014年 11,255（ 83.4） 304（ 96.7） 12,254（ 79.2） 40.3（ 81.9）
2015年 10,855（ 80.5） 298（ 94.7） 11,596（ 74.9） 38.9（ 79.1）
2016年 10,583（ 78.5） 290（ 92.1） 10,894（ 70.4） 37.6（ 76.4）
2017年 10,226（ 75.8） 282（ 89.8） 10,250（ 66.2） 36.3（ 73.8）
2018年  9,692（ 71.8） 272（ 86.5）  9,454（ 61.1） 34.7（ 70.6）







なった｣ 31.2%、｢悪くなった｣ 36.1%、｢やや悪くなった｣ 17.9%、｢変わらない｣ 10.5%、｢良
くなった｣ 1.5%、｢無回答｣ 2.8% となっており、85.2% が悪くなったと回答している。2006
年調査においても、85.6% が悪くなったと回答しており、長期にわたって経営成績の悪化傾
向が続いている 2）。
経営成績が悪化した理由は、2006年調査では ｢客数の減少｣ 84.2%、｢大型店の出店｣  
44.7％、｢立地環境の悪化｣ 40.0％、｢ベストセラー・売れ筋商品の入荷難｣ 35.2％、｢客単価の
減少｣ 30.3％、｢新刊書の入荷難｣ 29.7％、｢新古書店の出店｣ 27.7％などであった。これに対















するに至っている（表 2-1 -1 参照）。








動があるため、前半 ｢2008～2013年度｣、後半 ｢2013～2018年度｣ の平均割合をみると、開店率は ｢2008～








書店計 紀伊國屋書店 大手書店4社 （参考）CVS
2006年 16,834（67.5） 1,181 － 4,253
2007年 15,837（65.0） 1,174 － 3,822
2008年 15,478（65.3） 1,198 － 3,547
2009年 15,045（65.9） 1,145 － 3,124
2010年 14,668（65.9） 1,130 － 2,860
2011年 14,326（66.2） 1,098 － 2,617
2012年 13,608（65.8） 1,082 － 2,451
2013年 12,919（65.2） 1,072 2,798 2,252
2014年 12,254（64.8） 1,067 2,771 2,165
2015年 11,596（64.6） 1,086 2,917 1,903
2016年 10,894（63.3） 1,060 2,900 1,859
2017年 10,250（63.2） 1,034 2,862 1,576
2018年  9,454（61.0） 1,031 2,817 1,445
2019年  8,575（59.2） 1,023 2,805 1,286
（注 1）紀伊國屋書店を含む大手書店4社の売上高は、書籍・雑誌だけではなく、文房具等も含む。
（注 2）書店計のカッコ内の数字は、書籍・雑誌販売額合計に占める ｢書店｣ ルートの割合。なお、｢書店計｣
は、2006年から新しい算出方法で把握されるようになったため、過去との比較はできない。
（出所）｢書店計｣ ｢CVS｣ は日販営業推進室 出版流通学院『出版物販売額の実態2020年』日本出版販売、2020
年10月、｢紀伊國屋書店｣ ｢大手書店4社｣ は日経MJ ｢日本の専門店調査｣。
表 2-1-2　面積別書店数、平均面積の推移



































































（注 1）2013年に ｢162㎡以下｣ の店舗数が増えているのは、2012年に面積不詳の店舗の調査を行ったためで
あり、実質的には減少を続けていると言ってもよい。










4.2%、売上高規模別には ｢5 億円以上｣ ▲1.5%、｢3 億円以上 5億円未満｣ ▲2.5%、｢2 億円 
以上 3億円未満｣ ▲2.6%、｢1 億円以上 2億円未満｣ ▲4.4%、｢5,000万円以上 1億円未満｣ 
▲5.9%、｢5,000万円未満｣ ▲7.6% となっており、小規模書店ほど落ち込みが著しい 5）。
⑵　ネット販売シェアの増加、CVSシェアの減少
図 2-2 に基づいて、書籍・雑誌販売のチャネル別シェアをみると、｢書店｣ は2011年の
66.2% から減少傾向にあるが、2018年においても61.0% を維持している。一方、アマゾンな





































































と、2004年以来16年ぶりの増加となった。その内訳は、｢書籍｣ 6 ,661億円（同▲0.9％減）、｢雑誌｣ 5 ,576
億円（同▲1.1％減）、｢電子書籍・雑誌｣ 3 ,931億円（同▲28 .0％増）となり、｢書籍｣ ｢雑誌｣ ともに長期
にわたる減少傾向に歯止めがかかるとともに、｢電子書籍・雑誌｣ が大幅に増加している。そのため、書籍・
雑誌市場に占める電子書籍・雑誌の割合は24 .3%（2019年対比4.4ポイント増）と大きく増加している（出
版科学研究所 ｢2020年出版物発行・販売概況｣『出版月報』全国出版協会・出版科学研究所、2021年 1 月号）。















































へと急増し、2019年には ｢単行本｣ と ｢コミック誌｣ を合わせた紙媒体の合計2,387億円を上
回るに至っている。
文化庁の調査においても、電子書籍の利用が進んでいる。表 3-1 -3 によると、2018年度調
査においては、｢よく利用する｣ 8.0％、｢たまに利用する｣ 17.2％、両者を合わせた ｢利用す
る計｣ は25.2％を占めている。他方で、｢紙の本・雑誌・漫画しか読まない｣ 38.7％、｢紙の
本・雑誌・漫画も電子書籍も読まない｣ 35.1％となっている。2013年度調査と比較すると、
｢よく利用する｣ ｢たまに利用する｣ ともに増加し、｢利用する計｣ は8.0ポイント増加してい
る。他方、｢紙の本・雑誌・漫画しか読まない｣ は▲6.5ポイント減少している 8）。





よって使い分け｣ 15％、女性は ｢大事な本は『紙の本』、普段読むのは『電子書籍』｣ 19％、｢ジャンルによっ
て使い分け｣ は 8％と低い。男性はジャンルによる使い分けという利便性も重視し、女性は利便性よりも、
紙の本自体への愛着が高いように見受けられる（honto（大日本印刷）｢書籍購入の利用チャネル動向調査
｣ 2018年 7 月25日（https://honto.jp/article/multichannel.html））。







































































































































































































































































2013年度 4.6 12.6 45.2 35.9 1.6








万冊と増加している。書籍・雑誌においても、｢所有｣ から ｢使用｣ へという流れ13）が進ん





























（出所）｢書店計｣ ｢CVS｣ は日販営業推進室 出版流通学院『出版物販売額の実態2020年』日本出版販売、2020
年10月、｢紀伊國屋書店｣ ｢大手書店4社｣ は日経MJ ｢日本の専門店調査｣、｢ブックオフ｣ はブックオ
フコーポレーション㈱の売上高（ブックオフグループHDの ｢FACT BOOK｣ より）。
 

























































































ている｣ という回答がほぼ 3分の 2を占めているが、その割合はやや増加傾向にある。
表 ４-1　雑誌・マンガ・本の読書者率と読書時間
平日 土曜 日曜
2005年 2010年 2015年 2005年 2010年 2015年 2005年 2010年 2015年
読書者率
（％）
国民全体 18 18 16 19 18 15 21 18 16
勤 め 人 16 17 13 18 15 14 21 18 15
主 婦 20 22 21 19 15 15 17 17 18
無 職 20 18 17 17 18 15 20 17 14




国民全体 13 13 12 16 14 14 17 15 14
勤 め 人 10 11 9 16 11 14 19 14 13
主 婦 13 16 15 13 10 9 9 12 12
無 職 18 18 18 16 19 15 20 14 15
学 生 21 17 12 31 28 16 30 28 17

































読書量は増えている 読書量はそれほど変わっていない 読書量は減っている 分からない
2008年度 8.6 25.3 64.6 1.4
2013年度 7.4 26.3 65.1 1.2






ける ｢誠品生活｣ 事業のライセンスを取得し、2019年 9 月に㈱有隣堂がライセンシーとして
運営する ｢誠品生活日本橋｣ をオープンした。｢誠品生活｣ は1989年に創業、｢Books, and 
Everything in Between.（本とくらしの間に）｣ のコンセプトのもと、書店からスタートし、
読書と文化の交流を育む場づくりに注力し発展してきた台湾企業である。
｢誠品生活日本橋｣ は、日本橋室町三井タワーの商業施設 ｢COREDO室町テラス｣ の 2 階
全フロアを使って展開され、｢誠品書店｣ ｢文具｣ ｢セレクト物販・ワークショップ｣ ｢レスト







｢モノ｣ の販売から ｢コト｣ の提供へという意味での典型的な事例は、出版取次大手の日
本出版販売の子会社のリブロプラスが運営する六本木の ｢文喫（ぶんきつ）｣ である。2018
年12月にオープンした入場料1,500円の書店である。無料の飲み物があり、一日中滞在して
もよい。同じ本は 1冊しかなく、約 3万 5 千冊の本が陳列されている。｢偶然の一冊と巡り
合えるのも本屋。じっくり選べる時間と空間にも価値があるのでは｣ という考え方のもと誕










｢所有｣ から ｢使用｣ へという流れの中でのリユース市場の成長、財としての取引を伴わな
18） 三井不動産・誠品生活・有隣堂 ｢報道発表｣ 2019年 5 月16日。なお、有隣堂は、紀伊國屋書店、丸善ジュ
ンク堂書店に次ぐ売上高をもつ書籍・雑誌販売の専門店チェーンであり、書籍・雑誌の販売にとどまらず、
積極的に多角化を進めている企業である。




















6．『出版ニュース』2006年 6 月中旬号、2016年 9 月下旬、2018年11月下旬号。
7．全国出版協会・出版科学研究所『出版指標年報』（各年版）。
8．田中辰雄 ｢漫画の定額配信サービスの可能性─漫画海賊版への対抗策─｣『情報通信政策研究』
第 3巻第 2号、2020年 3 月。













20．文化庁 ｢令和 2年通常国会著作権法改正について｣ 2020年 6 月。
21．honto（大日本印刷）｢書籍購入の利用チャネル動向調査｣ 2018年 7 月25日（https://honto.jp/
article/multichannel.html）。
22．三井不動産・誠品生活・有隣堂 ｢報道発表｣ 2019年 5 月16日。
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